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第27回休眠預金等活用審議会 

議事録 
 

１．日時：令和３年２月12日（金）１３:００～１４:０６ 

２．場所：オンライン会議 

３．出席者： 

（委員）    高橋会長、程会長代理、梶川委員、小峰委員、野村委員、萩原委員、 

服部委員、牧野委員、宮本委員 

（内閣府）  田和内閣府審議官、井上統括官（経済社会システム） 

海老原休眠預金等活用担当室室長、松下休眠預金等活用担当室参事官 

（指定活用団体：一般財団法人日本民間公益活動連携機構） 

二宮理事長、岡田理事、鈴木事務局長、大川総務部長 

４．議題 2021 年度休眠預金等交付金活用推進基本計画（案）について 

 

 

○海老原室長 それでは、時間になりましたので、ただいまより第27回「休眠預金等活用

審議会」を開会いたします。 

 本日も、オンライン開催とさせていただいております。 

 皆様、お忙しい中、御参加をくださり、大変ありがとうございます。 

 本日は、委員の皆様全員に御出席をいただいております。また、JANPIAの二宮理事長以

下にもオンラインにて御出席いただいております。皆様、ありがとうございます。 

 まず、本日の会議の資料の扱いを御説明いたします。 

 本日は資料１として、2021年度休眠預金等交付金活用推進基本計画案、資料２として、

JANPIAより現在の資金分配団体・実行団体の状況の資料を提出いただいております。ほか

に参考資料を１点配付しており、これらを週明け15日に公表予定です。 

 なお、本日はオンライン開催ということで動画の収録は行っておりませんが、議事録を

なるべく早く公表することといたしますので、併せて御承知おきいただければと思います。 

 それでは、会長に議事のほうをお願いできればと思います。 

○高橋会長 高橋でございます。皆様こんにちは。 

 それでは早速、議事に入ります。資料１につきまして、まず、内閣府から説明をいただ

いた後、意見交換をしたいと思います。それではよろしくお願いします。 

○松下参事官 御説明させていただきます。本日は、2021年度の基本計画の案について御

議論をいただきます。基本計画は、休眠預金の法律の第19条で「休眠預金等交付金に係る

資金の円滑かつ効率的な活用を推進するため」に毎年度定めるということ。あと、基本計
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画に盛り込むべき事項ですとか、計画を定めるときには審議会の意見を聞くということを

19条で定めています。その2021年度の基本計画案を資料１としてお配りしてございます。 

 本日、御意見をいただいて、その御意見を踏まえて所要の調整を経て、基本計画が内閣

総理大臣決定されましたら、その基本計画に即してJANPIAが来年度、2021年度の事業計画

と収支予算案を策定して、３月、次回の審議会で、そのJANPIAの案について御意見を伺う

予定としてございます。 

 以下、計画案の内容を御説明いたします。ポイントになる箇所に下線を付しております。 

 まず「１．休眠預金等交付金の額の見通しについて」でございますけれども、2021年度

においても、引き続き制度運用の基礎的な仕組みをしっかり構築することが重要というこ

とで、下線部ですけれども、2021年度採択事業の助成総額の目安というのは2020年度採択

事業の助成限度額、これは次のページの脚注の１番に数字を示しておりますけれども、33

億円を下回らない規模、かつ立法当時の議論も踏まえまして40億円以下とするとしてござ

います。 

 その上で、１ページ目の最終パラですけれども、コロナの感染拡大による経済社会への

影響から、本制度が対象とする活動分野においても支援のニーズは引き続き大きいことが

想定される中、先ほどの「通常枠」とは別途、新型コロナウイルス対応支援の枠を設ける

ということを記してございます。21年度コロナ枠の規模につきましては、20年度緊急支援

枠、これは脚注１に40億円と記しております。それと同水準の額を確保することとしてご

ざいます。 

 次に「２．休眠預金等交付金の活用の目標について」ですけれども、2020年度計画と同

様に基本方針で定める２つの目標、社会の諸課題の解決と自律的・持続的な仕組みの構築

を図ることに必要な制度運用の基盤の整備、あと、具体事例の創出を記しております。 

 また、以下のところですけれども21年度においても、コロナウイルスの感染拡大により

本制度が対象とする分野においても支援のニーズが引き続き大きいことが想定される中、

本制度の枠組みの下で最大限迅速、かつ効果的に対応するとしてございます。 

 次に「３．民間公益活動促進業務について」ですが、基本方針で示す「（１）基本的業

務」につきましては、基礎の構築に引き続き取り組むということと、新しい記述としまし

て、業務の改善に取り組む、これは年末にかけて審議会でも御議論いただきました業務の

改善に取り組むということを盛り込んでございます。「（２）業務の充実に向けて期待さ

れる業務」は、引き続き可能なものから実施に取り組むこととしてございます。 

 次のページの下線部ですけれども、2021年度の通常枠は複数回の公募を行うということ

を新たに記述しました。19年度、20年度は通常枠、年に１回でしたけれども、20年度の通

常枠の採択の結果ですとか、コロナ枠の経験に鑑みまして通常枠の複数回公募を示してご

ざいます。コロナ対応枠については20年度と同様に随時公募としてございます。 

 次に、周知広報について記した記述の後に、地方公共団体や金融機関など関係団体への

周知をさらに進めること。指定活用団体は資金分配団体、実行団体及びそれらになり得る
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団体など支援の担い手との対話を進めるとともに、先進事例の周知や普及を図るというこ

とを新たに追加いたしました。先日、休眠預金活用推進議員連盟の総会が開催されまして

この計画案についての御意見をいただきました。そこでの御意見も踏まえまして、こうし

た記述としてございます。 

 次のパラの「2021年度において」というところですけれども、昨年度と同様の記述でし

て、指定活用団体は基本方針に即しまして資金分配団体の資金提供は助成のみとすること。

「また」以下ですけれども、休眠預金を活用した貸付けや出資の在り方等についてですけ

れども、20年度計画、今年度計画に即して、今月、来月とイギリスの先行事例についての

ヒアリングを集中的に行います。そうした状況を踏まえまして、この案文のところなので

すけれども、2020年度に引き続き調査を行い議論を進めるとしてございます。 

 次に４ポツの「資金分配団体及び民間公益活動を行う団体の選定に係る基準及び手続に

ついて」というところですけれども、下線部の「休眠預金等に係る資金に依存した団体を

生まないための仕組み」の実施状況のフォローアップを進めるとしました。この点は、具

体的には自己資金比率20％の扱いに関連する場所でございます。12月21日の審議会では、

コンプライ・オア・エクスプレインで自己資金比率の目標を達成できなかったら説明する

と、説明責任を果たすべきとの御意見をいただきました。ここの下線部のところですけれ

ども、引き続き原則は変えずに20％を維持しつつ弾力的に運用するという趣旨でこういう

記述といたしました。 

 もう一つ、同一事業で続けて申請できないとしている点に関しましても、ここの記述に

係ることでございます。それに関しては、議連の先生方からは一律に駄目というのではな

くて中身次第ではないかという意見ですとか、一方で、やはり休眠預金に依存しないため

には同一事業は避けたほうがよいという御意見がありました。いずれにしましても、現時

点では事業の成果ですとか評価が十分とは言えないと思いますので、今回は同一事業で続

けて申請できないという原則を維持する旨でこの記述としてございます。 

 １点、これに関してなのですけれども、コロナ枠については複数年度事業である通常枠

と異なって、臨時の単年度の事業でございます。緊急対応とか迅速な対応ということがコ

ロナ枠の趣旨でございまして、そういった趣旨からコロナ枠については、同一事業で来年

度も申請できるようにするのが適当ではないかと思いますが、具体的には事業計画の事項

だと思いますので、次回に向けて、これに関して今日御議論いただければなと思います。 

 次に「５．成果に係る評価の基準及び公表について」ですが２パラ目で、コロナ対応支

援枠については、20年度同様に一定の緩和を講じるということ。続けて、指定活用団体が

行う総合的な評価につきまして、20年度版では在り方の検討を進めるということとしてお

りまして、現在JANPIAで検討が続いております。21年度、来年度は総合的な評価に着手す

るということを記述してございます。 

 次に「６．その他」の（１）ですけれども、指定活用団体は指定の際に付された条件、

脚注に３つ記してございますが、引き続き的確に対応するとしてございます。（２）、下
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線部ですけれども、新型コロナ対応支援も含め、資金分配団体及び実行団体が増加する中

にあって、事務局の肥大化の抑制に努めると同時に、より効果的な業務運営を目指し、プ

ログラムオフィサー並びに情報システム等の専門職員の拡充に向けて取り組み、所要の経

費等を2021年度収支予算に計上することとするといたしました。 

 この後、簡単にJANPIAから現在の資金分配団体ですとか、実行団体の規模感ですとか数

を御説明いただきますけれども、JANPIAでは現在13名のプログラムオフィサーを中心に19

年度採択事業と20年度、通常枠、コロナ枠で採択された資金分配団体事業、67の事業の伴

走支援などを行っています。21年度には、また新たな事業、資金分配団体が採択されてい

くこととなります。昨年秋からの審議会のワーキングのヒアリング等で様々な御意見が出

たことを踏まえまして、JANPIAは既にバックオフィスの拡充ですとか業務の効率化に向け

て改善PTを立ち上げるなど改善を始めているわけですけれども、必要な職員の拡充という

のは不可避だと思いますので、それを盛り込んだ記述でございます。 

 以上です。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 続きまして、JANPIAより資料２について御説明をいただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

○大川総務部長 ありがとうございます。私、JANPIA総務部長の大川でございますが、私

から説明をさせていただきたいと思います。資料が画面に表示されているかと思います。

こちらのほうでポイントを絞って御説明申し上げたいと思います。 

 まず現況、今御覧いただいているスライドに書いてございますが、既に皆様に都度御報

告等を申し上げている内容ではありますが、簡単に整理をしてございますので、御説明し

たいと思います。 

 まず、2019年度の採択の事業でありますが、このアンダーラインのところにございます

24事業22団体、総額29.8億円が今動いている。実際に執行団体の数、142の団体が選定され

て今既に活動を行っている状況でございます。今年度、前半のほうで新型コロナウイルス

の影響を踏まえての緊急助成事業を緊急に立ち上げて、今この事業が動いているわけなの

ですけれども、こちらのほうの累計で資金分配団体の数ですが、23事業23団体が今動いて

いる。助成の総額としましては19.3億ということで、もともと40億の枠を取っておりまし

たが、そのうち約半分が今使われているというような状況であります。 

 実行団体の数につきましては、192団体が既に選定されております。まだ若干決まりきっ

ていない団体もありますが、ほぼこれで大体数が出そろったかなという状況でございます。 

 もう一つ、2020年度、通常の公募のほうで進めている事業が採択事業、こちらのほうは

今、20事業20団体が助成総額28億円ということで動いている状況であります。こちらはま

だ10月７日にその選定結果を公表して以降、各資金分配団体のほうで実行団体の公募など

を今進めていらっしゃる状況であります。もう既に決まりつつある団体もございますし、

これから今まさに決まろうとしている、そんな状況の団体さんも数多くあるという状況で
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あります。実行団体のほうは今年度中に活動が開始できるような形で今進んでいるという

ことを御報告申し上げたいと思います。 

 ちょっと補足いたしますと、２ポツのコロナウイルスの対応緊急助成事業なのですが、

ここに書いてある23事業23団体に加えて、その後、これは随時公募をしておりますので、

12月に一度締切りをして、そこで５団体公募がありまして、そのうち３団体を既に選定し

てございます。それが今ここに入っていて、12月末に４団体申請があって、そのうち２団

体を今採択して、これから公表しようと準備をしているところでございます。それプラス

１月の末にまた締切りをしていますが、そこで18団体の応募がありました。こちらはまだ

締め切ってほやほやの状態ですけれども、今まさに申請団体への審査委員によるヒアリン

グなどを毎日やっている状況であります。 

 これが終わりますと、来週審査委員による選定会議を行い、また、その翌週には理事会

を開催して団体を決定していくといったプロセスに乗っかっている状況であります。 

 今ヒアリングをしている状況からしますと、皆様、かなりしっかりとした事業計画を立

てて御申請をいただいておりますので、その中で、幾つかの団体が採択される見通しであ

ると理解をしているところであります。 

 こちらで18団体申し上げましたが、そこに向けては各団体、事前に相談がある団体もか

なりありましたし、また、JANPIAから掘り起こしということでお声がけもしていた団体、

また、過去に応募があって残念ながら採択には至らなかった団体、こういったところへの

声がけ等も行う中で、18団体応募があったという状況かと考えているところであります。 

 次のスライドを御覧いただきたいのですが。こちら少し数字的、少し視覚的にというか

全体感を捉えるために作った資料でありまして、先ほど松下参事官のほうから御報告があ

りましたまさに67事業というのが今動いております。その内訳が下に書いてあるとおりで

ございます。 

 また、実行団体の数もこちらに書いてあるとおりで、助成の予定額もそうなのですが、

今後の見通しということを少し考えてまいりますと、先ほど内閣府さんのほうから御説明

がありました事業規模といいますか2020年度の通常枠、緊急枠、それぞれの予算規模から

しますと、今の67事業というところが資金分配団体が行う事業、恐らく通常枠で20から30

程度の事業、また緊急枠でも同程度の数の団体事業が増えてくると予想されますので、最

大で110とか120とか、それぐらいの事業数になるのかなと想定しております。もちろん緊

急支援の事業のほうは事業期間が１年ですので、かぶる期間というのが、終わればその分

抜けるというのはあるのですけれども、最大で瞬間的には110から120ぐらいの事業が動い

ているという状況になるのが想定はされております。 

 そういう意味では実行団体の数も同じでして、恐らくはこの334団体、現在の状況が2020

年度の通常枠の公募中の団体もまだこれから増えてまいります。さらに加えて21年度、67

事業が110とか120になると申し上げたところからの実行団体が入ってまいりますと、800

とかそれくらいの数になってくるのかなと考えております。そういう意味では助成予定額



 

6 

 

も同じでして、プラス70億程度増えてまいりますので、150億とかそういった規模感になっ

てくると感覚的には捉えればいいかなと理解はしているところであります。 

 その下の表は10月の審議会でも御提示申し上げたものですので、参考までにということ

で、全体感をつかむ意味で掲載をしております。 

 私からの説明は以上であります。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 それでは、意見交換に入りたいと思います。手を挙げるボタンを表示していただきまし

たら、私から指名させていただきます。ソフトによっては手を挙げる機能ではなくて、リ

アクションというのがあると思いますけれども、そこを押していただくと手を挙げる機能

がありますので、挙げていただければと思います。どなたからでもどうぞ。 

 皆さんから御意見が出るまでの間、私から２点申し上げたいと思いますが、よろしゅう

ございますでしょうか。 

 まず１点目です。やはり広報体制を強化していく、あるいは広報戦略を強化していくと

いうことは大事なことで、今検討いただいていると伺っておりますけれども、コロナで緊

急枠で実際にどんどんお金が出てっているわけなので、やはりどんなところに出ていると

かということ、今現場で起きているようなことをうまく広報に生かしていくということが

必要ないのではないかと思いまして、その辺をJANPIAさんにちょっとお考えいただけない

かなと思います。中長期的な戦略も大事ですけれども、目先、実際にお金が活用されてい

るので、そこのところをうまくアピールできないかなというのが１点目でございます。 

 ２点目ですけれども、先ほどの御説明の中で、緊急支援枠については資料によると１月

末に締め切ったというお話がありました。審査を経てお金が出ていくのだと思いますが、

来年度も緊急支援枠があるということで、また受付が行われると思いますけれども、新年

度は新年度でいろいろ手続が済んで、そこから随時募集ということになると、実際にお金

が出るまでに時間がかかると思うのです。そうすると、１月末で公募を締め切り、そこか

ら次年度の事業まで少し隙間が空くのではないかというのがちょっと懸念されます。 

 コロナは御承知のとおり、また緊急事態宣言が出されるかもしれませんし、その後遺症

も残る。とりわけ社会の弱者への影響が大きいということを考えると、せっかくの緊急枠

なので、できるだけ隙間を空けないで流せるものは流していくということが、助ける側と

しては必要ではないかと思います。もし運用上、できるだけ隙間が空かないような運用が

できるのであれば、お願いしたいということを私から２点申し上げたいと思います。 

 皆様、いかがでしょうか。ほかに何かあればお願いしたいと思います。 

 野村委員、萩原委員の順番でお願いできますでしょうか。 

○野村委員 野村でございます。ありがとうございます。 

 まずはJANPIAの皆さん、このコロナ禍の大変なところで事業を続けていただき、さらに

拡大していただいて、コロナ枠についてもかなりの作業を続けていただきましたことに感

謝を申し上げたいと思います。 
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 その上で、いただいています資料１、次年度の計画のところの４ポツのところに、この

事業の資金、要するに休眠預金の資金に依存した団体を生まないための仕組みの実施状況

についてフォローアップを進めると、これは非常に大切な視点で、もともと当初の基本方

針の中で掲げてきた考え方だったと思うのですが、この点について、例えば今検討が始ま

ります出資という形での支援の仕方が今後将来的に出てくれば、団体の持続可能性を出資

で支えるという考え方もあり得ると思うのですが、これはいずれにしましても休眠預金の

世界の中で議論が完結した形の議論になっているかと思います。 

 しかし大事なのは、いい事業を始められて、この事業が社会のために非常に貢献度が高

いというようなものが発見されたら、いわばこの場所から卒業して、社会の中できちんと

根づいていくというプロセスを構築していくことがとても大事だと思うのです。 

 そういう意味では、例えば昨今企業の側でもSDGsなどを盛んに掲げて、すばらしい事業

に対しては投資をしていこうとか、あるいは支援していこうという動きが一般化してきて

います。これは地方の金融機関もそうですし、地方の中堅・大規模な企業も同じようなこ

とを掲げている。そうだとすると、それを紹介していくというかマッチングしていくとい

うような作業をJANPIAさんのほうでも心がけていただいて、そうすることによって活動自

体が自律化していくといったようなことにつながっていくのではないかなと思いますので、

今までの作業にまたお仕事を増やすような発言で大変恐縮ではありますけれども、そうい

ったようなことについても検討いただければありがたいなと思います。 

 以上でございます。 

○高橋会長 ありがとうございます。 

 それでは、萩原委員どうぞ。 

○萩原委員 ありがとうございます。本当に大変な中、また、人数の少ない中でこれだけ

の事業を展開してくださっていることに、まず感謝申し上げます。 

 まず複数回公募というのは非常にいいと思います。チャンスを増やしていくということ

で、JANPIAの仕事を増やしていくことになりますけれども、ぜひチャレンジしていただき

たいなと思います。 

 それから、評価という点でいきますと、これがとても重要になってくると思います。今

野村委員もおっしゃっていましたけれども、休眠預金そのものがどのように貢献、社会の

課題解決につながっていたのかということも含めてなのですけれども、当初の頃から知の

構造化とか、知の組織化ということが言われていたと思います。これはすごいデータベー

スなのです。例えば法律ができるプロセス、あるいは審議会でどういう審議がされたのか、

そして、実際にJANPIAという組織ができて、資金分配団体実行団体が決まっていくプロセ

スを分析する。そして、どういう団体がこの助成金を受けてどういう活動をして、それが

アウトプットとしてどういうものを生み出した。それから、アウトカムということになり

ますが、その評価というのはとても重要になってくるかと思います。 

 現在も既にその評価委員会が組織化されていると思いますが、その評価の中で、多分評
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価の軸をどうするのかということも決められていくと思いますが、定量評価だけではなく

て、ぜひ定性評価をしっかり入れていただきたいというのが希望としてあります。その際

に、JANPIAだけでやるというわけではなくて、各地域に大学がございますので、その大学

と共同、あるいはゼミとの共同を考えていただきたいです。地域活動とかNPOとかに関心を

持ってらっしゃる先生、あるいは貧困の問題とか子供の貧困とか、そういったことを研究

テーマにしていらっしゃる先生と連携しながら、ゼミ生も一緒になってインタビュー調査

を行い、活動を評価をする、事例分析をする。プログラムオフィサーをミニマム、２～３

人増やすということですけれども、人材育成という視点からもそういう学生たちが評価の

プロセスを通してプログラムオフィサーの仕事を知る機会ともなりますので、人材育成に

もつながっていくことではないかなと思いますので、ぜひ御検討いただければなと思いま

す。 

 以上です。ありがとうございました。 

○高橋会長 ありがとうございます。 

 それでは、宮本委員まで御意見を伺って、JANPIAさんからコメントを頂戴したいと思い

ます。宮本委員、お願いします。 

○宮本委員 宮本でございます。時間とともに着々と問題を整理しながら進行しているこ

とがよく分かって、JANPIAさんには大変敬意を表したいと思います。 

 そこで２点あるのですが、先ほど高橋会長の御指摘があったことと関わると思うのです

が、JANPIAさんの資料２のところに、新型コロナウイルス緊急支援事業についての御報告

があります。2020年度40億という枠の中で、現時点で23事業、半分でしょうか、ちょっと

正確ではないですけれども、約20億が動き始めたという、これが実態かと思うのですけれ

ども、実際のところは申請団体はかなりあって、かなり厳選されて団体が決まってきてい

るというようにこの数字だと見えます。とにかく緊急支援助成なので、少しでも早くに活

動を始めたい、活動始める必要があるというところがたくさんあるわけですけれども、そ

ういう中で１年かけて40億にまだ達しないというのは、やや遅すぎるのではないかという

印象を持つのですが、いかがなものでございましょうか。 

 質問の趣旨は、申請団体がかなりあるにもかかわらず、かなり厳選されて決まっている

この実態が、本当にこれが妥当であるのか、あるいは何か工夫する必要があるのか、その

辺りを伺えればということでございます。これが第１点です。 

 ２点目は、通常枠とコロナ緊急支援枠の関係でありますが、コロナ緊急支援枠はもう名

前のとおりで、このコロナ禍の中で緊急に必要とされる事業ということで出しているわけ

ですが、実際のところ、このコロナ緊急支援枠で動いている活動を見渡してみると、コロ

ナがあったから起こったこともちろんありますけれども、根っこにあるのはコロナが起こ

る前から既にあった問題にコロナがかぶさったというケースがかなり多い感じがいたしま

す。 

 そうすると、現在はコロナ緊急支援という形でやっていますけれども、この支援事業そ
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のものも何年間続けていくかというのは、これからの重要な検討課題でありますけれども、

たとえば長く５年とか10年とかいうような先を見通した場合でも、この緊急支援枠の中で

行った事業の中にコロナが終わってからも引き続き必要なテーマ、あるいはコロナの緊急

の事業が結構長期にわたって必要とされているものと、いろいろあるように思います。そ

ういう意味で、この緊急支援枠で活動している事業について、きちんと調査研究をしなが

ら、長期にわたるテーマ、短期に集中的にやって解決できるもの、それから、こういう活

動の中で見いだされたものというようなことをきちんと整理をしながら、将来の通常枠と

の線引き、あるいは通常枠への合流といいますか、そういう流れ、その辺りのところが分

かるようなことをする必要があるのではないかと思います。 

 以上です。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 何点か御質問と御要望・御提案がありましたけれども、JANPIAさんから少しコメントを

いただければと思いますがいかがでしょうか。 

○大川総務部長 ありがとうございます。多岐にわたる御質問・御指摘をいただいており

ますので、整理しながら進めさせていただきたいです。 

 最初のところで広報戦略の重要性のお話につきましては、まさに今、整理をさせていた

だいているというところもありますし、少しずつできるところから取り組んでいるのと、

また、社会全般でもかなり休眠預金活用事業、特に資金分配団体、実行団体のところでの

活動の状況というものを例えば新聞、地方紙であったりとか各種媒体で徐々に情報が出さ

れていっているというような状況もありますので、それはそれで当然前に進めていきます

し、また、私ども自らが発信をしていくということにつきましても、しっかり取り組んで

まいりたいと思っております。 

 また、緊急助成を１月末で締め切ったお話を先ほど申し上げたのですが、その先また次

年度、21年度にも緊急助成が続く中で、なるべく隙間を空けることなく事業を継続してい

くということにつきましては御意見を踏まえて、また、内閣府さんともぜひ調整をさせて

いただきながら、いい形でできるようにということはやってまいりたいと、私どもも強く

思っておりますので、その方向で考えさせていただければと思っております。 

 あと、20％の自己資金の確保の話で御指摘いただいたところなのですけれども、全体感

は御意見のとおりかなと思いつつ、一方、具体的に進めていく上で、休眠預金に依存した

団体を生まないという前提からも20％確保の話ではもともとあるのですが、現実的には最

初の年度から20％確保できる団体というのは極めて少ないというのが実態としてあります。

これは過去にも御報告申し上げているところなのですが、そういうことも踏まえつつ、ま

た、コロナの影響で自己資金の確保も非常に難しくなっているという現状もあります。 

 そこを踏まえて、やはり私ども指定活用団体の取組としても、休眠預金に依存した団体

を生まないような仕掛けとか仕組みにつながるような何かをしっかり考えていかなくては

いけないのかなと、そのためには、例えばノウハウとかスキルとか、あるいはそれに関わ
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る人材のキャパシティー・ビルディングとかいろいろあると思うのですが、それは次年度、

21年度の事業の計画の中にもそういうことをやるのだということは考えていきたいなと、

書いていきたいなと考えているところであります。今のところはそれぐらいしか申し上げ

られないのですが、そういったものは一つあるかなと思っています。 

 あと、公募のところを複数回募集するということにつきまして、非常にいい取組だとい

うことでお話しいただいているところなのですが、私どもとしても最大限これを実現して

いきたいなと思っています。やはり機会が何度かあったほうがよくて、１回応募して駄目

だったら来年までというのはなかなか間が空きすぎますので、その期間にブラッシュアッ

プしていただく、また、社会の状況も少しずつ変化していく、そういったところに対応し

ていくためには随時、あるいは複数回の公募というのは非常に効果的ではないかと理解を

しておりますので、ここはJANPIA総出で、また私どもの審査に関わっていただいている審

査委員の皆様もすごく前向きに御支援・御協力をいただいておりますので、皆さんととも

にこれは進めていけたらいいかなと思っております。 

 また、評価の視点というお話がありました。評価につきましては、特に緊急支援助成事

業は１年の事業なので、これは来年度の中盤くらいから事業がだんだん終わりに入ってく

るわけです。そうしたときに、その１年の事業で生み出された成果みたいなところをしっ

かり総括していきたいと思っています。 

 そこに対しては、例えば通常の３か年の事業の評価軸と若干異なる評価軸を持つべきで

はないかという意見、これは私どもの評価に関わるアドバイザーであったり、あるいは評

価検討部会を設けておりますけれども、こういったところも私どもの委員の皆様からも御

指摘をいただいたりアドバイスをいただいておりますので、そういったところを整理しな

がら適切な評価を考えていく。その上に定性的な評価は当然必要になってまいります。エ

ピソード・ベースということかと思うのですけれども、そういったところも見ながらアウ

トプットとしてどういうものが出てきたか、また、それがアウトカムにどうつながるのか、

こういったところをしっかり見ていけるように、次年度引き続きこれは対応してまいりた

いと思っています。 

 また、アカデミアとの連携というようなお話もありましたので、この辺りもぜひ前に進

められるように関係する皆様と調整させていただきたいと思っているところであります。 

 あと、40億の緊急枠のうちの半分を今使わせていただいている状況なのですが、現実的

には、追加でそのさらに先に２団体採択をして今後公表予定だと申し上げたところが入っ

てまいりますと21億になります。もう一つ、１月末で締め切った18団体、ここの団体の中

でどれだけ採択ができるかというのは、これから審査会議があるのでそこで決まってくる

のですが、仮にそこで５億６億という規模感になる可能性があるということで、まだ正確

に申し上げられるものはないのですが、若干それよりも多くなるかもしれませんけれども、

それぐらいの規模感で増えてまいりますと30億に届くか届かないぐらいまでは使わせてい

ただくことになるのかなという状況ではございます。 
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 その中で、審査が厳しいのではないかという御指摘があったかなと、例えば42事業の申

請があったのですが、そのうちの約半分、20事業が採択されているという状況がありまし

たが、ここはやはり事業実施期間が１年という事業の中で、どこまでアウトプットを出し

ていくかということ、評価の軸もアウトプットレベルでよいですと申し上げていたところ

ではあるのですが、多少やはり短期間で公募したということもあって、休眠預金活用事業

ですので、その資金の特性を踏まえた資金管理のできる体制、ガバナンス、コンプライア

ンスの体制も多少緩めには見たものの、やはりそこに一定のレベル感という線を引いたと

きに、そこの上か下か当たりで審査委員の意見なども割れるところもあったのですが、最

終的にはある程度安心して事業をお任せできるレベル感というのもあります。 

 また、コロナの影響に即して緊急的に助成を行っていただく優先順位の高い事業という

ものをやはり優先的に採択する。例えば通常の３か年の事業で回していただいたほうがむ

しろ効果が高いのではないかというようなものについては、そちらで考えていただこうと

か、その辺のかなり深い議論を審査会議でもする中で、最終的には現在の状況になってお

りますので、すごく厳しい審査をしたとかというよりは、いろいろな視点からこの事業の

特性、また、緊急という枠組みの中で可能な限り採択できるところは採択していくという

方向で進めた結果であるということは御理解いただければと思っております。 

 これは御指摘のとおり、今後も緊急枠を続けていくという中でありますので、これに対

してはコロナが終わった後、例えばこれは１年間の事業なのですけれども、１年で終わっ

てしまって大丈夫なのか、その先どうなのかというところもしっかりフォローができたら

いいと思います。 

 また、評価も先ほど申し上げたとおり、結果はやはり総括して１年の事業でここまでで

きた、その先どういうことやっていただくかみたいなところもやはり資金分配団体の皆様

とJANPIAもしっかり対話をしながら、緊急コロナの事業であっても１年単発で終わるにと

どまらず、その先ということをしっかり見据えた形、また、それが先ほどお話があった通

常公募でちゃんと育てていく事業というもの、団体の基盤を強化したいとか、そういった

ところにちゃんとつなげていく、接続していくような事業の持ち方というのはJANPIAもし

っかり意識をして取り組んでまいりたいと思っております。 

 ちょっと長くなりました。鈴木事務局長から補足があります。 

○鈴木事務局長 鈴木から補足させていただきます。 

 まず、公募関係ですけれども、高橋会長が言われるように非常に重要なポイントで、１

月は新聞等の媒体などを中心に15件の公募成果がありました。やはり実行団体の具体的な

活動が見えてきますと、地方紙が積極的に取り上げるという傾向ございます。 

 それから、日経グローカル誌、地方創生をよく採り上げてくれる日経新聞社系の媒体で

すけれども、今月は特集を組んでくれました。私どもの主題と資金分配団体、実行団体の

取材を通して具体的な活動について、かなり厚く御紹介いただきました。 

 それから、先ほど大川が説明しましたところとかぶりますが、休眠預金に依存しないと
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いう点につきましては大事なポイントです。新年度は休眠預金に依存しない出口戦略、３

年間の事業の後、いろいろな多方面の資金の獲得の手法がございますので、それをやはり

専門家の方々を交えて、資金分配団体、実行団体の伴走支援をやはり強化していく必要が

あるのではないかということで現在検討しております。一つは例えば遺贈関係の遺贈寄附

は年間400億円から500億円程度寄附されているという実態がありますので、ただ、いろい

ろな法律面の仕組み・仕掛けとかがいろいろございますので、その辺りも含めて専門家の

アドバイスを得て、資金分配団体、実行団体に御紹介いただく。 

 それから、地域の問題は地域で解決するということで、例えばこの休眠預金で採り上げ

た事業についてはファンド化しまして、地域の企業、あるいは市民の方々、そういう方々

から御支援を得て、そのファンドを基に事業を進めていく。こんなことになっています。 

 あと、野村委員が先ほど御指摘いただいたように、例えば通常枠の場合は３年間の事業

で収益型ビジネスモデルができたというときには、例えばそこに地域の金融機関の方々に

融資という切り口で入っていただく。それから、企業にも社会課題解決型事業を進めてい

くというような意向は結構ございますので、企業とマッチングを進めていきたい。こんな

ところを考えております。要は包括的に出口戦略を捉えて、それぞれの専門家の方々に入

っていただいてサポートしていく体制を強化していきたいなと思っています。それによっ

て休眠預金のコミュニティーに参画する関係者も増えてくると思いますので、それも一つ

の狙いかなと思っています。 

 午前中、コロナ緊急枠の審査委員のヒアリングがあったのです。審査委員の方々は、や

はりこの１年間の事業、先ほど宮本先生の御指摘のとおり、もともといろいろな社会的弱

者という問題に対して、コロナが発生したことによって、さらに状況が深刻化していると、

だから本質的なところで解決しないと、やはり問題の解決にならないので、この１年間の

事業をやった後、引き続き通常枠とか、そういうところもうまく活用して、より本質的な

問題解決に当たるほうがいいとか、そういうような審査委員のアドバイスもありました。 

 以上、私から簡単に補足させていただきました。 

○高橋会長 ありがとうございました。御質問をいただいた委員の方、よろしゅうござい

ますでしょうか。 

 続いて、牧野委員、服部委員の順番でお願いします。牧野委員、どうぞ。 

○牧野委員 それでは、私のほうから申し上げさせていただきます。 

 これまで立ち上がって２年間の実績を積み上げてきて、ここまで着実にやって来ていた

だいたことを本当に感謝申し上げます。コロナの対応という緊急的な対応も迫られる中で、

ここまで大きな混乱もなく、着実にその積み重ねができているということは、私は非常に

評価をさせていただくところでございます。 

 これから、この５年間でさらに着実な実績を出すということを考えたときに、やはり重

要なのは、前々から申し上げていますが網羅性をさらに高めていくということかなと思い

ます。JANPIAさんのほうからいただいた資料の２ページ目右下のほうに各ブロック別の成
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果について示していただいておりますけれども、これをさらに47都道府県に展開した場合、

どういったところに力を入れなければいけないかがまた見えてくるかなと思います。 

 そういった意味では、山梨であったシンポジウムで発表された事例が次の３ページから

出ていますけれども、このような事例を網羅性を高めていくためにこういった地域に紹介

していく。言ってみれば伴走支援みたいな形を採ることになるかもしれないのですけれど

も、そこに力を入れていく。そういうことによって、先ほど広報の話もありましたけれど

も、対マスコミだけではなくて、まだまだ知られていない、自治体の皆さん方に浸透して

いく。そういうことができるようになれば、と思うところであります。全国市長会、ある

いは全国町村会といったところに対する情報提供、場合によっては、関心のありそうな自

治体向けに対しての様々なアプローチしていくというようなことも含めて、まだまだ網羅

性を高めるための広報、浸透策というものは工夫の余地があるかと思っています。 

 それに併せて、やはり事務局体制もここまで着実にやってきていただいているわけであ

りますから、ここはしっかりと基盤を固めるという意味からも、全国においてまさに１人

も取りこぼさないという考え方を持って網羅性を高める努力を、事務局体制においてもこ

れからもしっかりしていただければということを申し上げさせていただきます。ありがと

うございます。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 続いて、服部委員どうぞ。 

○服部委員 いろいろありがとうございます。私も基本計画に異存があるというわけでは

ないのですが、幾つか質問をさせていただきたいと思っております。 

 今日のいろいろな話を伺っていてもそうなのですけれども、JANPIAの活動は広がる一方

のような気がしています。そうなってきたときに肥大化しないように人材確保ということ

を今回も基本計画に入れていただいていると思うのですが、当初の頃にできるだけ外出し

をすると、いろいろなコアのところの人はもちろんいるわけですけれども、それを外に出

すというマネジメントをJANPIAさんのほうですればというような話をされていた記憶があ

るのです。自分たちのところに囲い込むというわけではなくて、と思っているのですが、

今どれくらいの人数の体制で、先ほどプログラムオフィサーが13名というお話があったわ

けですが、今どれくらいの体制でしょうか。今後、広報に力を入れていく、周知をとなっ

てきたときに、それは外出しできることのような気がするのです。 

 質問の一つとしましては、ますます活動が広がると思いますけれども、そういった外出

しをして、内部ではしっかりマネジメントしていくという体制が取れていけそうかどうか

ということを一つ確認したいと思っております。 

 評価のお話が今日もたくさん出ているかと思うのですが、こういった金額でこういった

分野にという表も作っていただいていますので、ある程度見える化されているかなと思う

のですが、その辺りは、恐らく研究対象になるような話だろうなと思いますので、積極的

に関わりたい人はいらっしゃると思うのです。そうなってくると、評価の専門家である必
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要があるのかどうかということを今一度お考えいただいて、評価というのは社会全体でし

ていくものだと、特に非営利の組織の分野といいますのは、評価は専門家がするというこ

とよりも、むしろ重要なのは社会全体でと思っております。そうなってきたときにたくさ

んの情報をしっかりと出していくということがまずは大事です。 

 その次に、社会全体でどう評価していけるだろうかということをお考えいただくと、人

が足りませんとか大変ですという評価に対する時間がかかるようなことを少しは軽減でき

るのではないかなと思いますので、その辺りをお考えいただければと思います。 

 いろいろな数字を出していただいているのですが、実行団体に結局は一団体どれくらい

の平均の金額が行っているのだろうかということも気になりますので、今、数字があるの

かどうか分かりませんし、別の機会でも十分なのですが、そういったことも教えていただ

ければなと思っております。 

 もう一点だけ、20％の話もありますけれども、これから企業とのマッチングというお話

も頂戴して大変心強いなと思っているのですが、お金の流れとかもますます複雑な状態に

なっていくかなと、そういったことをこれからイギリスの調査もされるということだった

わけですけれども、この辺りはどういう戦略でいかれるのかなと若干危惧をしています。 

 理想的には、私自身もやはり資金分配団体というのはコラボという連携をもって金融機

関、もしくは企業、そして市民団体といったところが、いかにコラボを組んでやっていけ

るのかといったところが一つのソーシャルイノベーションといいましょうか、モデルをつ

くっていくことになると思っているわけですけれども。それをマネジメントするのは非常

に複雑になってくると思いますので、その辺りの戦略を徐々に御検討いただきながら、小

さくまずはこういったモデルをやってみましたという地方の事例をぜひつくっていという

ことをこの期間にしていただけるといいなと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 程委員、お願いできますか。 

○程会長代理 ありがとうございます。 

 まず、広報に関しては、JANPIAさんにも非常に努力していただいています。私は定期的

にホームページを拝見していますが、最近とても充実しておりますし、特にマークができ

てから非常に加速しているという感想を抱いております。いろいろなメディアにも採り上

げられておりますし、今後、これを継続していただきたいと思います。本当にありがとう

ございます。 

 また、これからはJANPIAが主導でやるというよりは、資金分配団体や、現場の団体から

様々なポジティブな声が上がってくることで、メディアにも採り上げていただくような、

仲介をすることや非常に広がりがある、ソーシャルメディアへの露出など、そういった方

面も進めていかれるほうがいいのではないかと思います。ここまで来られたことに、皆さ

んもおっしゃっていましたけれども、心より敬意を表します。 
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 ２つ目は、今年で３年目に入る、貸付けや出資の調査ということで海外も含め調査をす

るという件です。今、この取組も折り返し地点を迎えようとしていますので、ぜひ後半は

こういったイノベーティブである意欲的なモデルづくりをお願いいたします。ぜひ出資や

貸付けも行い、民間のノウハウ、または先ほど服部委員がおっしゃったように民間の企業

とコラボをしながら、一つのモデルをつくっていくというのもあり得るのではないかと思

いますので、ぜひその辺も前向きに頑張っていただきたいと思います。 

 ３つ目となりますが、本当に皆さん日々お忙しい、特にJANPIAさんはお忙しいと思うの

ですが、組織図なども拝見させていただく中、コンプライアンスという箱が組織図にあり

ます。今回、この委員会も随分と最初の頃から、そこはしっかりと担保してこうではない

かということでした。別途コンプライアンスの報告があるかもしれませんが、現状のコン

プライアンスの御苦労や、またはこういった課題があるといったことを教えていただきた

いと思います。今後事業が進み、物事がどんどん攻めに入って展開している中、守りのと

ころのコンプライアンスで、苦労されていることがもしありましたら、教えていただきた

いと思います。 

 以上です。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 それでは、JANPIAさん、お願いします。 

○大川総務部長 ありがとうございます。多岐にわたる方向で御質問をいただいているの

ですけれども、ちょっと整理してお話ししたいなと思います。 

 まず、自治体との連携の話を冒頭に牧野委員からお話しされたところですけれども、こ

こはかなりそれなりに、私どもからも独自にも進めているところもございまして、例えば

具体的な勉強会をやったりとか、今いろいろと進めているところはあるので、ただ、網羅

性という御指摘をいただいていますので、ここをもう少し網をかけていけるような仕掛

け・仕組みというのをしっかりとやっていくことが大事だと受けとめましたので、次年度

の事業の中にしっかり盛り込んで活動に加えてまいりたいと思っております。 

 また、服部委員からお話がありましたJANPIAの活動が非常に多方向にわたる中で人材、

今のJANPIAの要員体制とか、また、アウトソースできるものはアウトソースするという考

え方であったり、評価についても専門家にとどまらず社会全体での評価の仕掛けみたいな

ところにつながるような情報発信といった御指摘をいただいたかなと思っています。 

 現在のJANPIAの状況なのですが、13名はプログラムオフィサーとして資金分配団体を実

際に担当しておりまして、今の数でいきますと１人当たり５～６団体くらいを担当して、

人によっては７団体とかあるのですが、そういった形であります。もう一つは、そのプロ

グラムオフィサーの日々の活動をサポートするための統括担当が２名おりまして、そこで

15人なのですが、これが事業部と言われている部の全体感であります。それ以外に企画広

報のほうでメンバーが５人いまして、総務で資金の管理からコンプライアンスを幅広く人

事管理から含めて私も入れて７名の体制でやっている。それ以外に機構内の監査を行う担
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当者が２名プラス業務執行理事、事務局長といったメンバー構成で今30人ほど人がいるよ

うな状況であります。 

 これはもともと24人くらいの体制でスタートしているのですが、そこから加えると６人

ぐらい増えているということで、ちょうど昨年の事業計画の中でプログラムオフィサーを

３～４名程度増員ということをお認めいただいたのと、緊急枠のところでまた３人程度増

やすということで御了解いただいたところでおおむね数を増やしてきた。つまり事業部の

メンバーを増やすことで要員の確保をしてきたというのが今の状況でありますので、そう

いう意味ではJANPIAの活動、主に資金分配団体への対応という視点で人材を確保してきた

のが今の状況であります。 

 加えて先ほどからもお話のあります多方面に事業が膨らんできて、評価であったりとか

広報であったりとか、ここは確かに御指摘のとおり専門家の方々、我々以上に詳しい方々

にある程度お願いしながら、社会全体でこの仕組み・仕掛けを支えていくという方向性に

していくというのは大変大事だろうと思っておりますので、ぜひ御指摘を踏まえ、ここは

次年度の組織運営体制については、そういったところを試行しながら進めてまいりたいな

と思っております。ありがとうございます。 

 あと、実行団体一団体当たりどれくらいの助成額になっているかということなのですが、

これはかなり均等に割ってしまうと幾らかと出てくるのだと思うのですけれども、実際は

300万、500万単位の３か年事業であってもそれくらいのところもありますし、どんと2000

万みたいなところもあったりしますので、一度整理して何らかの形でお示しできるように

させていただきたいと思っております。ありがとうございます。 

 あと、先ほど程委員から御質問ということで承っている組織の中でもコンプライアンス

に関する苦労といいますか対応のところなのですけれども、今一番我々が対処で悩ましい

なと考えているのは実行団体のレベルにおけるガバナンス、コンプライアンス体制の整備

というテーマであります。実行団体の担当の方、理事長さんとか２～３人で、あとはもう

ボランティアの方を中心に回していますみたいな団体さんもやはりありまして、そういっ

たところのガバナンス、コンプライアンス体制、安定的に休眠預金を適切に使っていただ

ける体制整備というところについては、資金分配団体さんもかなり悩んでいらっしゃいま

すし、私どももそこを一緒に考えながら今進めているという状況であります。 

 また加えて、実行団体における資金の適切な管理といったところについて、大きな問題

が今あるということではないのですが、やはり人件費をどう適切に扱うかとか、事業の実

施に係る費用とそれ以外の費用の峻別の仕方とか、細かいところではいろいろな日々の活

動を実際に進めていく中での悩みというのは現場のほうにあると聞いておりまして、その

辺りも一緒に考えながら今進めているという状況ではあります。 

 コンプライアンスにつきましては、例えば内部通報の仕組みを使って情報が入ってきた

らどう対応するのかとかで、そういったところもございますので、私どもの中のコンプラ

イアンス委員会に外部の有識者２名を入れた形での委員会もありますので定期的に、直近
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でも今週火曜日に委員会を設けて具体的にいろいろな意見交換をしたりとか進めていると

ころであります。今、こういう事案がと報告する内容はないのですが、小さい問題も含め

て様々な課題をJANPIAの中でも、そのコンプライアンス委員会も、また、理事会も共有し

ながら適切な対処、内閣府さんとも連携しながら進めていくという方針で今進めている。

そんな状況であります。 

 私からの説明は以上であります。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 ほかに御意見のある中でいらっしゃいますでしょうか。よろしゅうございますか。 

 毎度毎度、私たち委員の考える理想像をJANPIAさんに担っていただかなくてはいけない

ので恐縮ですが、今日もまたいろいろな意見が出たところを受けとめていただけるという

ことで、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、ここでJANPIAの二宮理事長、御発言をお願いできますでしょうか。 

○二宮理事長 二宮でございます。本日も委員の皆様は大変お忙しい中、多くの御示唆・

御助言をいただきましてありがとうございました。 

 私自身、休眠預金の活用を通じて目指すテーマを２つ持っております。 

 一つはやはり社会課題解決に取り組む人材の育成。要はそういった団体の強化、また、

文化として市民社会に定着していくこと。それが一つだと思います。ですから、その部分

がまだまだ脆弱だと感じています。したがって、これが充実していくと予算枠も足らない

というぐらいになっていくのではないか。だから早くそういった人材育成、団体の強化を

図っていきたい。 

 もう一点は、やはり資金の流れのところでございます。休眠預金に依存しない状況を早

く実現しなくてはいけない。そのためには、企業との連携です。これがやはり経団連が当

初から関わっているところの一つの大きな役割だと思っておりまして、１％クラブとの連

携というのも今度３回目を迎えて、具体的な実現した例も出てきております。また、金融

機関との連携、ここも地銀協をはじめ、今いろいろなところと論議に入っているというこ

とで、こういった中で実現したことを、やはりホームページで発信をしていくということ

がきっと大事なのだろうと改めて思っています。我々の進化していく過程、そのプロセス

を見ていただくことが大事なのだなと思いました。 

 また、今日いただきました御意見につきましては、改めて整理をして行動に移してまい

りたいと思っております。今後ともどうぞよろしく御示唆・御助言を賜りますようお願い

いたします。本日はありがとうございました。 

○高橋会長 ありがとうございました。 

 それでは、最後に事務局からお願いします。 

○海老原室長 冒頭、事務局から申し上げましたように、基本計画については総理大臣決

定することになりますので、本日いただいた御意見も踏まえ、早急に関係方面とも調整を

進めていきたいと思います。 
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 JANPIAには2021年度基本計画に即した形で2021年度の事業計画案・収支予算案を策定し、

２月末までに内閣府に御提出いただき、次回３月15日、月曜日でありますが、お時間を頂

戴しております審議会で御意見をいただくということでお願いしたいと思います。 

 事務局からは以上であります。 

○高橋会長 それでは、これにて本日の議事は全て終了いたします。どうもありがとうご

ざいました。 


